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介護保険法の改正

• 令和５年の法改正により、居宅介護支援事業者が介護予防支援
（要支援者のケアプラン作成等）の指定を受けることが可能と
なった。
（指定介護予防支援事業者の指定）

第百十五条の二十二 第五十八条第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、
第百十五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センターの設置者又は指定居宅介護
支援事業者の申請により、介護予防支援事業を行う事業所(以下この節において「事業
所」という。)ごとに行い、当該指定をする市町村⾧がその⾧である市町村が行う介護保
険の被保険者(当該市町村が行う介護保険の住所地特例適用居宅要支援被保険者を除き、
当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用
居宅要支援被保険者を含む。)に対する介護予防サービス計画費及び特例介護予防サービ
ス計画費の支給について、その効力を有する。



改正イメージ

R6.1.22 社会保障審議会介護給付費分科会（第239回）資料 抜粋

・新たに居宅介護支援事
業者を介護予防支援を行
う事業者として指定する
ことが可能となる。
※従来どおり、地域包括
支援センターからの委託
も可能



指定基準について
１ 居宅介護支援事業者の指定を受けていること。（※１）
２ 事業所ごとに１人以上の必要な数の介護支援専門員を配置し

ていること。
３ 管理者が主任介護支援専門員であること。（※２）

※１ 指定居宅介護支援事業者の指定申請との同時申請も可能

※２ 経過措置規定の適用を受けている主任介護支援専門員でな
い介護支援専門員を管理者とする居宅介護支援事業所は、介
護予防支援の指定を受けることはできない。



指定に当たり必要となる措置

• 関係者の意見を反映させるための措置（法第１１５条の２２第４項）

（指定介護予防支援事業者の指定）
第百十五条の二十二 １～３ 略
４ 市町村⾧は、第五十八条第一項の指定を行おうとするときは、あらか

じめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映
させるために必要な措置を講じなければならない。

八潮市地域包括支援センター運営協議会における議事
・事業所指定に当たり、意見等の聴取

※ ２回目以降については、書面による意見聴取
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２回目以降につい
ては、書面により
行う。⑥報告


